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○潮来市行政財産使用料減免要綱 

平成２１年６月３０日 

告示第１０４号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、潮来市行政財産使用料徴収条例（平成２０年条例第３６号。以下「条

例」という。）第５条及び潮来市行政財産使用料徴収条例施行規則（平成２１年規則第１

号。以下「規則」という。）第５条の規定に基づき、行政財産使用料の減免又は免除につ

いて、必要な事項を定めるものとする。 

（使用料の減免割合等） 

第２条 条例第５条及び規則第５条の規定に基づく使用料の減免割合又は免除については、

別表に定めるところによる。 

（その他） 

第３条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行し平成２１年４月１日から適用する。 

別表（第２条関係） 

区分 減免割合 

１ 市が主催する事業に使用したとき。 全額 

２ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校が使用

するとき。 

全額 

３ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）、老人福祉法（昭和３８年

法律第１３３号）、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、母子及

び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）、知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

及び社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）により組織された各種福祉

団体が使用するとき。 

全額 

４ 施設管理受託者が自らの事業に使用するとき。 全額 

５ 市体育協会が主催又は使用するとき。 全額 

６ 市スポーツ少年団が使用するとき。 全額 

７ 市が後援、賛助する事業に使用するとき。 １００分の５０ 

８ 他の公共団体が使用するとき。 １００分の５０ 
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９ 地区施設等を設置するとき。 １００分の９０ 

１０ その他市長が必要と認める事業に使用するとき。 相当額 

 


